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障害者支援制度をご利用ください
　平成30年度に実施する障害福祉サービス等を紹介します。受けることができる制度は、障害者手帳の有無や種類、
等級によって異なります。制度の利用方法や障害者手帳の取得方法など、詳細はお問い合わせください。

申・問／障害福祉課　☎463-1598～9　 463-1025

自立支援医療（精神通院）・精神障害者通院医療費助成事業
自立支援医療（精神通院）
　精神疾患の治療を受けるときに、申請により通院医療費
の自己負担分を１割に軽減する制度です。院外処方箋薬局、
精神科デイケア、訪問看護ステーションも対象になります。
引き続き医療等を継続する場合には、更新の手続きが必要
です。
精神障害者通院医療費助成事業
　自立支援医療（精神通院）を利用した際の、一部自己
負担金（医療費等の１割）を助成する制度です。
※所得区分が住民税非課税の方のみが助成対象です。
申�請手続／毎月15日（土・日曜日、祝日のときは翌日）
までに申請された場合は、翌月の15日（土・日曜日、
祝日のときは前日）に支給
申請先／障害福祉課、内間木支所、各出張所
※郵送でも申請できます。申請書、領収書、該当月の自
己負担上限額管理票のコピーを障害福祉課宛てへ
※領収書は月ごとにまとめてご提出ください。

朝霞市障害者等日中一時支援事業
　一時的に見守り等が必要な障害のある方に日中活動の
場を提供し、また、日常的に介護している家族の支援を
目的としています。「すわ緑風園」などで実施しています。
対�象／市内に住所を有する障害のある方等で次のいずれ
かに該当する方
　・障害者手帳（身体・療育・精神）を所持している方
　・医師により発達に障害があると診断された方
利�用者負担／原則かかった費用の１割負担
（住民税非課税世帯は無料）
利用上限／月10日以内
利�用方法／申請し、利用決定を受けてください。

朝霞市障害者移動支援事業
　屋外での移動が困難な障害のある方に、外出のための
支援を行うことにより、地域での自立生活および社会参
加を促すことを目的としています。
内�容／障害のある方の社会生活上、必要不可欠な外出等
について、移動のための支援をします。
対�象／市内に住所を有する障害のある方等で次のいずれ
かに該当する方
　・障害者手帳（身体・療育・精神）を所持している方
　　※身体障害については諸要件があります。
　　�※視覚障害があり移動に著しい困難を有する方は同

行援護の利用が優先となります。
　・医師により発達に障害があると診断された方
利�用者負担／原則かかった費用の１割負担（住民税非課税
世帯は無料）
利用上限／月128時間以内
利用方法／申請し、利用決定を受けてください。

朝霞市障害者虐待防止センター
　障害のある方への虐待について相談、通報または届け
出を受けたときは、関係機関との連携により円滑な解決
に努めます。
　障害者虐待とは、障害のある方を現に養護している者、
障害者福祉施設または障害福祉サービス事業等に従事する
者、雇用者（障害のある方を雇用する事業主等）が障害の
ある方に対して行う次のいずれかに該当する行為です。
　①身体的虐待　②性的虐待　③心理的虐待
　④放棄・放任　⑤経済的虐待　
　このような虐待が行われているのを見たり聞いたりし
た方は当センター（障害福祉課内）にご連絡ください。
障害のある方の安全を確認し、虐待の事実確認や障害の
ある方の保護、養護者への支援など必要な対応をします。
　また、虐待を未然に防ぐために
養護者の負担軽減のための助言・
支援なども行いますので、介助の
負担が重いと感じている方はご相
談ください。

紙おむつ支給サービス
対�象者／常時紙おむつを利用している市内に住所を有す
る方で、身体障害者手帳１、２級または療育手帳Ⓐ、
Ａを所持している方（入院中の方、施設に入所中の方、
３歳未満の方、長寿はつらつ課の制度で紙おむつの支
給を受けている方を除きます）
内�容／市の指定品目から選んでいただきます。
申込方法／直接障害福祉課へ

心身障害者扶養共済制度
　加入者（保護者）が死亡または重度の障害状態になった
場合、障害のある方に年金が支給されます（１口は月額２
万円、２口は月額４万円）。
　また、障害のある方が死亡した場合は弔慰金が支給さ
れます（加入期間に応じて、５万円、12万５千円、25万円。
２口も期間に応じる）。
　この制度は共済制度ですので、加入者は掛金を納めま
す（１口月額9,300円～ 23,300円）。また、所得により掛
金が減額または免除になります。障害のある方１人につ
き、加入者１人、２口まで加入できます。
加入できる方／
①�障害のある方の保護者であること（現に障害のある方を
扶養していること）
②�埼玉県内（さいたま市を除く）に住所を有していること
③�加入する年度の４月１日時点の年齢が65歳未満であること
④�加入時に疾病および障害を有しないこと（生命保険に加
入できる状態であること）
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重度心身障害者医療費支給制度
支�給対象（重度心身障害者）／①身体障害者手帳１～３級
②療育手帳Ⓐ・Ａ・Ｂ　③精神障害者保健福祉手帳１
級　④65歳未満で次のいずれかに該当する手帳等の交
付を受けている方が65歳以降後期高齢者医療制度の障
害認定を受けた場合
・�身体障害者手帳４級のうち、音声または言語機能障害、
下肢機能障害（一部）
・精神障害者保健福祉手帳２級
・障害基礎年金１・２級の証書
※重度心身障害者となった年齢が65歳以上の方は除く。
※新規の方は、障害福祉課へ登録が必要です。
支�給額／入院、通院等の各医療保険制度における医療費の
一部負担金。ただし、各医療保険から高額療養費や附加
給付金が支給されるときは、その金額を差し引いて支給。
※入院時の食事代等は、平成28年４月診療分から、住民
税非課税世帯等の方を対象に助成します。
※精神障害者保健福祉手帳１級の方は、精神病床の入院
費は対象外です。
申�請手続／毎月15日（土・日曜日、祝日のときは翌日）ま
でに申請された場合は、翌月の15日（土・日曜日、祝日
のときは前日）に支給
申請先／障害福祉課、内間木支所、各出張所
※郵送でも申請できます。申請書、領収書を障害福祉課
宛てへ
※領収書は月ごとにまとめてご提出ください。

軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業
　両耳の聴力レベルが25デシベル以上で、身体障害者手
帳の交付対象とならない18歳未満の児童について、補聴
器購入費の一部を助成します。
　補聴器の装用により、言語の習得等一定の効果が期待
できると医師が判断した場合に適用になります。
　なお、本人および同一世帯員のうち、住民税所得割が
46万円以上の方がいる世帯は対象外です。
費�用負担／補助基準額の３分の２は県と市で負担します
（３分の１は本人負担となります）。

精神保健福祉相談
　精神保健に関する本人・家族の相談を、電話・面接な
どにより精神保健福祉士が行っています。
実施日／第１・３火曜日　午後１時～５時15分
費用／無料　　場所／障害福祉課　　
※相談内容や個人情報は秘密厳守します。

更生訓練費用の支給
　就労移行支援または自立訓練を利用している方に対し、
社会復帰の促進を図ることを目的として、更生訓練費を
支給します。
対象者／利用者負担額の生じない方等　
支�給額／通所、施設入所、訓練従事日数によって支給額
が異なります。詳しくはお問い合わせください
支�給申請／各月分において翌月10日までに申請してくだ
さい。

特別障害者手当等
①特別児童扶養手当
　身体等に一定の障害のある20歳未満のお子さんを育て
ている方に支給されます。ただし、施設に入所している
お子さんや障害を支給事由とする年金を受給しているお
子さんは除きます。
手当額／月額51,700円（１級）、34,430円（２級）
②特別障害者手当
　20歳以上で、身体等に著しく重度の障害があるため、
日常生活において常時特別な介護を必要とする方に支給
されます。ただし、施設に入所中の方や３か月以上継続
して病院等に入院している方は除きます。
手当額／月額26,940円
③障害児福祉手当
　20歳未満で、身体等に著しく重度の障害があるため、
常時特別な介護を必要とする方に支給されます。ただし、
施設に入所中の方や障害を支給事由とする年金を受給し
ている方は除きます。
手当額／月額14,650円
※①、②、③のいずれの手当も所得の制限があり、支給
が停止になることがあります。受給要件・申請について
はお問い合わせください。
現況届の提出
　すでに手当を受けている方は毎年８月に現況届（所得状
況届）の提出が必要です。届け出用紙が送られてきました
ら忘れずにご提出をお願いします（７月下旬頃送付予定）。
現況届を提出しないと、８月以降の手当は支給されませ
んのでご注意ください。

障害のある方に対する自動車改造費の補助
　障害のある方に対し、自立した日常生活や社会生活を
営むために自動車を取得し、自動車の操行装置等の改造
を要する場合、その費用の一部を補助します。なお、上
限額は10万円です。
※所得制限があるので、助成が受
けられない場合があります。

身体障害者等診断書料補助金
対�象者／新規で身体障害者手帳、精神保健福祉手帳の交
付を受けた方（いずれかの新規申請時の１回限り）
必�要なもの／振り込みを希望する口座の通帳等、印鑑、
診断書料を支払ったことがわかる領収書
支給日／申請月の翌月末頃に支給
支給額／診断書作成にかかった金額を支給
支給限度額／5,000円

障害のある方に対する自動車運転免許の取得に要する費用の一部補助
　障害のある方に対し自動車運転免許の取得に要する費
用の一部を補助します。ただし、過去に運転免許取得の
ため本市または他市区町村より補助金の交付を受けた方
は対象外です。
補�助額／180,000円と対象経費の実支出額を比較して少
ない方の額に３分の２を乗じた額


